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公 布 さ れ た 条 例 の あ ら ま し 

 

○ 滋賀県特別職の職員の給与等に関する条例の一部を改正する条例（条例第48号） 

１ 令和４年12月期の期末手当について、支給割合を100分の167.5に引き上げることとしました。（第１条による改

正後の第２条関係） 

２ 令和５年６月期以降の期末手当について、６月期の支給割合を100分の165に引き上げ、12月期の支給割合を100分

の165に引き下げることとしました。（第２条による改正後の第２条関係） 

３ その他 

(1)  この条例は、公布の日から施行することとしました。ただし、２は、令和５年４月１日から施行することとし

ました。 

(2) １は、令和４年12月１日から適用することとしました。 

(3)  関係条例を廃止することとしました。 

○ 滋賀県職員等の給与等に関する条例等の一部を改正する条例（条例第49号） 

１ 給料表の改定 

全ての給料表について、給料月額を引き上げることとしました。（第１条の規定による改正後の別表第１～別表

第５、第３条の規定による改正後の第７条および第５条の規定による改正後の第５条関係） 

２ 諸手当の改正 

(1) 扶養手当について、子に係る扶養手当の月額を9,900円に引き上げることとしました。（第１条の規定による改

正後の第10条関係） 

(2) 令和４年12月期の勤勉手当について、支給割合を100分の105（特定幹部職員にあっては、100分の125）に引き

上げることとしました。 

   また、再任用職員の支給割合を100分の50（特定幹部職員にあっては、100分の60）に引き上げることとしまし

た。（第１条の規定による改正後の第21条関係） 

(3) 会計年度任用職員の令和４年12月期の期末手当について、支給割合を100分の130に引き上げることとしました。

（第１条の規定による改正後の第34条および第37条関係） 

(4) 令和５年６月期以降の勤勉手当について、６月期の支給割合を100分の100（特定幹部職員にあっては、100分の

120）に引き上げ、12月期の支給割合を100分の100（特定幹部職員にあっては、100分の120）に引き下げることと

しました。 

また、定年前再任用短時間勤務職員の支給割合を100分の47.5（特定幹部職員にあっては、100分の57.5）とし

ました。（第２条の規定による改正後の第21条関係） 

(5) 会計年度任用職員の令和５年６月期以降の期末手当について、６月期の支給割合を100分の127.5に引き上げ、12

月期の支給割合を100分の127.5に引き下げることとしました。（第２条の規定による改正後の第34条および第37 

条関係） 
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(6) 任期付職員および任期付研究員の令和４年12月期の期末手当について、支給割合を100分の167.5に引き上げる

こととしました。（第３条の規定による改正後の第８条および第５条の規定による改正後の第６条関係） 

(7) 任期付職員および任期付研究員の令和５年６月期以降の期末手当について、６月期の支給割合を100分の165に

引き上げ、12月期の支給割合を100分の165に引き下げることとしました。（第４条の規定による改正後の第８条

および第６条の規定による改正後の第６条関係） 

３ その他 

(1) この条例は、公布の日から施行することとしました。ただし、２の(4)、(5)および(7)は、令和５年４月１日から

施行することとしました。 

(2) １および２の(1)については令和４年４月１日から、２の(2)、(3)および(6)については令和４年12月１日から適用

することとしました。 

(3) この条例の施行に関し必要な経過措置を定めることとしました。 

(4) 関係条例を廃止することとしました。 

○ 滋賀県使用料および手数料条例の一部を改正する条例（条例第50号） 

１ 工業技術総合センター試験等手数料のうち、気孔径分布測定および貫通孔測定に係る手数料を削除することとし

ました。（別表第５関係） 

２ 旅券法に基づく事務手数料について、未交付失効旅券の発行費用の徴収のための手数料を新たに設定するととも

に、一般旅券の査証欄の増補に係る手数料を削除することとしました。（別表第49関係） 

３ 都市の低炭素化の促進に関する法律に基づく事務手数料について、仕様基準に適合するものとして低炭素建築物

新築等計画の認定を受けようとするときの手数料を新たに設定することとしました。（別表第68関係） 

４ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律に基づく事務手数料について、仕様基準に適合するものとして

建築物エネルギー消費性能向上計画の認定を受けようとするときの手数料を新たに設定することとしました。（別

表第69関係） 

５ その他 

(1) この条例は、公布の日から施行することとしました。ただし、２は令和５年３月27日から施行することとしま

した。 

(2) その他必要な規定の整理を行うこととしました。 

○ 滋賀県行政財産使用料条例の一部を改正する条例（条例第51号） 

１ 工業技術総合センター使用料のうち、機械電子機器および機能材料機器使用料および窯業設備使用料の額を改め

ることとしました。（別表関係） 

２ この条例は、公布の日から施行することとしました。 

○ 滋賀県工業用水道条例の一部を改正する条例（条例第52号） 

１ 彦根工業用水道事業における工業用水の基本料金、基本使用料金、特定料金、特定使用料金および超過料金の料

率を次のとおり改定することとしました。（第21条関係） 

  基本料金   基本水量１立方メートルにつき 15円（現行14円） 

  基本使用料金 基本使用水量１立方メートルにつき ３円60銭（現行３円） 

  特定料金   特定水量１立方メートルにつき 15円（現行14円） 

  特定使用料金 特定使用水量１立方メートルにつき ３円60銭（現行３円） 

  超過料金   超過使用水量１立方メートルにつき 37円20銭（現行34円） 

２ この条例は、令和５年４月１日から施行することとしました。 

３ この条例の施行に関し必要な経過措置を定めることとしました。 

○ 滋賀県公立学校職員の給与等に関する条例の一部を改正する条例（条例第53号） 

１ 給料表の改定 

全ての給料表について、給料月額を引き上げることとしました。（第１条の規定による改正後の別表第１および

別表第２関係） 

２ 諸手当の改正 

(1) 扶養手当について、子に係る扶養手当の月額を9,900円に引き上げることとしました。（第１条の規定による改

正後の第11条関係） 

(2) 令和４年12月期の勤勉手当について、支給割合を100分の105に引き上げることとしました。 

  また、再任用職員の支給割合を100分の50に引き上げることとしました。（第１条の規定による改正後の第18条

関係） 
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(3) 会計年度任用職員の令和４年12月期の期末手当について、支給割合を100分の130に引き上げることとしました。

（第１条の規定による改正後の第31条および第35条関係） 

(4) 令和５年６月期以降の勤勉手当について、６月期の支給割合を100分の100に引き上げ、12月期の支給割合を100

分の100に引き下げることとしました。 

また、定年前再任用短時間勤務職員の支給割合を100分の47.5としました。（第２条の規定による改正後の第18

条関係） 

(5) 会計年度任用職員の令和５年６月期以降の期末手当について、６月期の支給割合を100分の127.5に引き上げ、12

月期の支給割合を100分の127.5に引き下げることとしました。（第２条の規定による改正後の第31条および第35 

条関係） 

３ その他 

(1) この条例は、公布の日から施行することとしました。ただし、２の(4)および(5)は、令和５年４月１日から施行

することとしました。 

(2) １および２の(1)については令和４年４月１日から、２の(2)および(3)については令和４年12月１日から適用する

こととしました。 

(3) この条例の施行に関し必要な経過措置を定めることとしました。 
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